
半導体業界のCO2排出量削減へ向けた取り組み�
地球温暖化は将来の人類の生存にかかわる深刻な問題です。半導体業界における課題達成へ向けて、�
東京エレクトロングループでは、CO2排出量削減へ向けた取り組みを強化していきます。�

半導体業界の課題�
　日本の電機・電子業界によるCO2排出量は、全産業の約

3%を占めています（グラフ「日本の産業別CO2排出量」参

照）。当業界は、この10年間で業態の構造が大きく変化し、

重電や家電などエネルギー消費量が比較的少ない組立産

業から、精密な加工工程を必要とする装置産業にその中心

が移りました。なかでも半導体・デバイス部門でのエネルギ

ー消費量が多く、成長も著しいため、工場も新設されました。

その結果、エネルギー消費量は当初の予測を超えて増加し

ました｛（社）日本経団連連合会　環境自主行動計画［温暖

化対策編］より抜粋・加筆｝。今後も半導体、液晶・プラズマ

関連のCO2排出量が増加すると予測されるため、業界全体

でも排出量は増加するとみられます。�

　国内において、京都議定書の発効を受け、（社）日本経済

団体連合会は環境自主行動計画を策定しました。このなか

で半導体産業を含む電機・電子4団体では、2010年までに

1990年度比で生産高CO2原単位の25%以上改善を目標

としています。今後の対策の一つとして、半導体・デバイス

製造工程の大規模クリーンルームにおける省エネルギー化

があげられています。�

　一方、EU、日本、韓国、米国、台湾の世界的な半導体業界

団体は、世界半導体会議（WSC）において、温室効果ガスで

あるPFC＊について、2010年までに基準レベルより10%

以上削減することを確約しています。�

　こうした国内外における取り組みが加速してきているな

かで、お客様による取り組みも活発化し、当社グループに対

する要求も高まってきています。�

＊ PFC：パーフルオロカーボン化合物のこと。半導体製造工程のシリコ
ンウェーハのエッチングと成膜装置のチャンバのクリーニングでこれ
に属するガスが使用される。�

�

東京エレクトロングループの取り組み�
　当社グループの製品である製造装置の環境負荷をライフ

サイクルで見てみると、使用時の環境負荷が大きく、特に

CO2排出量が多いことがわかります（P18参照）。そこで装

置メーカーとして、使用時のCO2排出量の削減が中心的課

題と考えています。�

　ウェーハが200mmから300mmへと大型化すると、製

造設備（製造ライン）の消費電力は2倍に増え、全電力消費

量に占める製造設備の割合が動力設備を上回る傾向にあ

るとの試算結果もあります。従来は省エネルギー活動とし

て機器の効率向上に努めてきましたが、すでに効率はかな

りの改善が見られ、今後の大きな効果は期待できない段階

まできています。そこで今後はハード面、ソフト面、ノウハウ

（技術情報）といったあらゆる観点から工場全体の省エネ

ルギー化に取り組む必要があり、デバイス、装置、ファシリテ

ィ（工場）を連携させた活動を展開する必要性が増していま

す。当社グループは、開発、設計、製造、管理の各部門が一体

となって装置の環境技術開発に取り組んでいきます。�

世界の二酸化炭素排出量の合計を100%とした場合の�
上位15カ国の排出量の割合（2000年）�
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全国地球温暖化防止活動推進センター（JCCCA）より引用�

http：//www.jccca.org/

鉄鋼�
36%��
�

化学�
15%��
�

石油�
9%��
�

電力�
7%��
�

製紙�
6%��
�

セメント�
5%��
�

電機・電子�
3%��
�

自動車部品�
1%��
�

自動車�
1%��
�

鉱業�
1%��
�

その他�
16%��
�

出所：産業構造審議会・総合資源エネルギー調査会�
自主行動計画フォローアップ合同小委員会�

�

TOKYO ELECTRON　環境・社会報告書2005 15




